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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

回次 
第94期

第３四半期連結
累計期間 

第94期
第３四半期連結

会計期間 
第93期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（百万円）  231,526  74,515  306,381

経常利益（百万円）  42,721  9,888  64,198

四半期（当期）純利益（百万円）  28,745  5,753  43,382

純資産額（百万円）  －  269,070  288,867

総資産額（百万円）  －  368,801  410,918

１株当たり純資産額（円）  －  1,416.41  1,489.10

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 148.95  30.11  220.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
      －       －  －

自己資本比率（％）  －  72.9  70.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 11,633  －  69,683

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △15,612  －  △28,069

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △29,589  －  3,081

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 －  47,786  85,377

従業員数（人）  －  13,616  12,322
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５

経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は臨時雇用者の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を

省略しております。 

  

(2）提出会社の状況 

（注）従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は臨時雇用者の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を

省略しております。 

  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 13,616      

  平成20年12月31日現在

従業員数（人） 4,537   
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は当第３四半期連結会計期間の平均販売価格で算出したものであり、消費税等は含まれておりませ

ん。また、セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．各区分には以下の製品が含まれております。 

ホスピタル商品群  ：ホスピタル医療器、医薬品類、腹膜透析関連、糖尿病関連、在宅医療関連 

心臓・血管領域商品群：カテーテルシステム、人工心肺システム、人工血管 

輸血関連商品群   ：輸血関連 

ヘルスケア商品群  ：ヘルスケア商品 

３．当第３四半期連結会計期間の仕入製品の仕入実績は、当第３四半期連結会計期間平均販売価格（消費税等

含まず）算出で、4,051百万円となります。 

  

(2）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。また、セグメント間の取引については、相殺消去して

おります。 

２．各区分には以下の製品が含まれております。 

ホスピタル商品群  ：ホスピタル医療器、医薬品類、腹膜透析関連、糖尿病関連、在宅医療関連 

心臓・血管領域商品群：カテーテルシステム、人工心肺システム、人工血管 

輸血関連商品群   ：輸血関連 

ヘルスケア商品群  ：ヘルスケア商品 

  

第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

ホスピタル商品群  （百万円）  34,910

心臓・血管領域商品群（百万円）  32,398

輸血関連商品群   （百万円）  6,350

ヘルスケア商品群  （百万円）  277

     合計   （百万円）  73,935

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

ホスピタル商品群  （百万円）  37,829

心臓・血管領域商品群（百万円）  29,634

輸血関連商品群   （百万円）  5,629

ヘルスケア商品群  （百万円）  1,421

     合計   （百万円）  74,515

２【経営上の重要な契約等】 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

(１)経営成績 

 当第３四半期連結会計期間では、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機がグローバル

規模で実体経済にも波及しました。その影響は、海外を中心に、医療市場にもおよび、病院・代理店の在庫調整

や大型機器の新規購入の先送りといった事象として現れてきました。また、国内では、直接的な影響こそ顕在化

していないものの、赤字病院の増加や公立病院の統廃合の動きがみられるなど、医療機関の経営は引き続き厳し

い状況にあります。 

 当期間の業績は、これらの医療市場の変化と急激な円高の影響を受け、第２四半期までの売上と利益の伸びに

対して、それぞれが減速するという結果となりました。 

 一方、このような市場環境の変化においても、2008年４月にスタートさせました３カ年の中期経営計画

「Phoenix2010」の柱である医療経済性の向上につながる戦略は市場ニーズに合致したものであり、当社グルー

プは、市場変化を的確にとらえながらこの推進を図るとともに、この厳しい環境をチャンスと捉え、経営効率の

一層の向上を図っていきます。  

  

１．事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（ホスピタル商品群） 

 国内では輸液セット、輸液・シリンジポンプが伸長しましたが、シェア争いの激しい高カロリー輸液剤は

売上が減少しました。海外では製薬メーカーやホールセラー向けのB2Bビジネスが金融危機の影響を受けた

在庫調整により、シリンジ、注射針を中心に売上減となりました。 

 この結果、売上高は378億円、営業利益は89億円となりました。 

（心臓・血管領域商品群） 

 国内ではクリニカルサプライ商品が売上貢献しました。海外は急激な円高にもかかわらず、PTCA商品や脳

動脈瘤治療用コイルなどが売上伸長しましたが、人工心肺装置は金融危機の影響による医療機関の高額機器

の購入先送りの影響で売上減となりました。 

 この結果、売上高は296億円、営業利益は75億円となりました。 

（輸血関連商品群） 

 国内外ともに装置関係の売上伸長がありましたが、為替の影響を受けました。 

 この結果、売上高は56億円、営業利益は７億円となりました。 

（ヘルスケア商品群） 

 電子血圧計、電子体温計は市場環境の厳しさを受け、売上減となりました。 

 この結果、売上高は14億円、営業利益は１億円となりました。 

  

２．所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。  

（日本） 

 輸液セット、輸液・シリンジポンプ、クリニカルサプライ商品、成分採血装置が売上伸長しましたが、シ

ェア争いの激しい高カロリー輸液剤は売上が減少しました。また、人工血管は次年度からの自販準備のた

め、売上減となっています。 

 この結果、外部顧客に対する売上は428億円およびセグメント間の売上高又は振替高は118億円、営業利益

は135億円となりました。  

（欧州） 

 新商品である薬剤溶出型ステント“Nobori”を中心にPTCA商品は売上伸長しましたが、製薬メーカー向け

のB2Bビジネスが金融危機の影響を受けた在庫調整により、シリンジ、注射針を中心に売上減となりまし

た。また、人工心肺装置は金融危機の影響による医療機関の高額機器の購入先送りの影響で売上減となりま

した。 

 この結果、外部顧客に対する売上は121億円およびセグメント間の売上高又は振替高は12億円、営業利益

は14億円となりました。 

（米州） 

 脳動脈瘤治療用コイルなどが売上伸長しましたが、ホールセラー向けのB2Bビジネスが金融危機の影響を

受けた在庫調整により、シリンジ、注射針を中心に売上減となりました。また、人工心肺装置は金融危機の

影響による医療機関の高額機器の購入先送りの影響で売上減となりました。 

 この結果、外部顧客に対する売上は132億円およびセグメント間の売上高又は振替高は11億円、営業利益

は２億円となりました。 
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（アジア他） 

 現地通貨ベースでは売上伸長ですが、急激な円高により、売上減となりました。 

 この結果、外部顧客に対する売上は64億円およびセグメント間の売上高又は振替高は43億円、営業利益は

18億円となりました。 

  

なお、当該セグメントの業績における営業利益は、全社費用の配賦前であります。 

  

(２)財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ421億円減少して3,688億円となりました。

流動資産は338億円減少して1,843億円となりました。自己株式取得および借入金返済などにより現金及び預

金が373億円減少したことが主な要因です。 

固定資産は83億円減少して1,845億円となりました。無形固定資産はのれんが39億円減少しました。投資その

他の資産は時価評価により投資有価証券が153億円減少しましたが、繰延税金資産の増加などにより、全体では

25億円減少となりました。 

負債の部は223億円減少して997億円となりました。 

流動負債は221億円減少して924億円となりました。 

固定負債は僅かながら３億円減少して73億円となりました。 

純資産の部は198億円減少して2,691億円となりました。 

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比べ2.6ポイント増加し、72.9％となりました。 

  

(３)キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動に使用されたキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前四半期純利益は99億円、法人税等の支払113億円などにより15億円の純支出となりました。 

（投資活動に使用されたキャッシュ・フロー） 

 有形固定資産取得による支出31億円などにより38億円の純支出となりました。 

（財務活動から得られたキャッシュ・フロー） 

 短期借入金増301億円、自己株式の取得による支出180億円などにより90億円の純収入となりました。 

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、478億円となりました。 

  

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めております。 

その内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 当社は経営支配権の異動を通じた企業活動や経済の活性化を否定するものではありません。また、大規模買

付行為が開始された場合において、これを受け入れるかどうかは、原則として、当社株主の皆様の判断に委ね

られるべきものであると考えます。しかしながら、当社は、大規模買付行為またはこれに関する提案につきま

しては、当社株主の皆様が、当該大規模買付者の事業内容、事業計画、さらには過去の投資行動等から、当該

大規模買付行為または提案の企業価値及び株主の皆様共同の利益への影響を慎重に判断する必要があると認識

しています。そのためには、大規模買付者及び当社取締役会の双方から、当社株主の皆様に必要かつ十分な情

報、意見、提案などの提供と、それらを検討するための必要かつ十分な時間が確保される必要があると考えま

す。 

 当社取締役会は、このような基本的な考え方に立ち、以下のとおり、当社株式の大規模買付行為に関する対

応方針（以下「本プラン」）を導入し、それに定める手続（以下「大規模買付ルール」）を設定し、大規模買

付者に対して大規模買付ルールの遵守を求めます。大規模買付者がこの大規模買付ルールを遵守しない場合、

あるいは遵守した場合でも、大規模買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかであるとき

や、企業価値及び株主の皆様共同の利益を著しく損なうときには、当社取締役会として一定の措置を講ずる方

針です。 
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２．基本方針の実現に資する取り組み 

１)当社の企業価値及び株主の皆様共同の利益向上に向けた取組み 

①企業理念と経営の基本姿勢 

 当社は大正10年の創業以来、「医療を通じて社会に貢献する」との企業理念のもと、日本の医療機器業界を

リードする企業として、医療の進歩や安全性の向上とともに、企業価値及び株主の皆様共同の利益の向上に誠

実に努めることを経営の基本姿勢としてまいりました。創業の精神を忠実に貫いた経営を行ってまいりました

結果、国内外でのブランドとビジネス基盤を確立し、世界160ヶ国以上の国に高品質な医療機器を供給してお

ります。 

②業績拡大と株主価値向上の実現 

 当社は、創業以来40年間にわたってガラス体温計の専業メーカーとして発展、その後1960年代に入り日本で

初めて使い切り医療機器の事業に参入し、その事業領域を拡大してまいりました。平成７年に現経営陣による

新体制がスタートし、抜本的な経営改革を実行してまいりました。「人を軸とした経営」を掲げ、企業風土改

革を断行、企業理念と創業以来の志の重要性を改めて社員に徹底し意欲を引き出すとともに、人はコストでは

なく資産という考えのもと、人材の中長期的観点での育成に着手するなど、様々な取り組みを行ってまいりま

した。この企業風土改革を基盤として、企業価値向上に向けた具体策を的確かつスピーディーに行った結果、

売上の持続的成長、利益の大幅な向上を実現いたしました。 

③中期経営計画による企業価値の向上 

 当社は、本中期経営計画を、長期的な目標である「世界に存在感のある企業」になるため重要な３ヵ年と位

置づけております。医療機器業界における国内リーダー企業としてのポジション強化、世界市場におけるシェ

アの拡大とブランド価値向上、企業価値ひいては株主の皆様共同の利益の最大化を実現すべく、引き続き全社

一丸となって取り組んでいく所存です。 

２)コーポレートガバナンスの強化 

 当社は、企業価値ひいては株主の皆様共同の利益の向上のために不可欠な仕組みとして、コーポレートガバ

ナンスの強化を経営の重要な課題に掲げております。株主の皆様に対する経営陣の責任を明確化するため、取

締役の任期を１年としていることに加え、独立性の高い社外取締役２名（全取締役12名）、社外監査役２名

（全監査役４名）の選任によって経営の透明性や公正性を徹底しております。また、取締役会の諮問機関とし

て、社外有識者による「アドバイザリー・ボード」並びに「報酬人事委員会」を設置しております。 

３)当社の社会的使命 

 当社は医療機器のリーディングカンパニーとして、長年にわたって医療現場と信頼関係を築き、医療を通じ

て社会に貢献してまいりました。今後も、引き続き、製品の供給や品質の確保において、国内のみならず世界

の医療供給体制の中で重要な役割を担ってまいります。 

不適切な買収行為により、当社製品の供給や品質に問題が生じた場合、社会の人々の生命や健康に深刻な影響

を及ぼす可能性も否定できません。そのような事態を招くことなく、社会と医療現場からの長年の信頼を維持

向上させる安定的経営は、当社の企業価値・株主の皆様共同の利益の向上にもかなうこととなります。 
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３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

  の取組み 

当社は、平成20年６月27日に開催された定時株主総会において株主の承認を受け、本プランを導入しまし

た。  

本プランの概要は以下のとおりです。 

１)本プラン導入の目的について 

 当社は、上記１の基本方針を踏まえ、大規模買付行為（下記２)(ａ)において定義）を行おうとし、また

は現に行っている者（以下「大規模買付者」）に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供及

び考慮ないし検討のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株

主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会が、独立委員会の勧告を受けて当該大規模買付行為に対す

る賛否の意見または大規模買付者が提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等を株主の皆様に対

して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって基

本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの一つとして、本プランの導入が必要であるとの結論に達しました。 

２)本プランの内容について 

(ａ)対抗措置発動の対象となる大規模買付行為の定義 

 当社が発行する株券等に関する株券等保有割合が20％以上となる買付けその他の取得等（以下「大規模

買付行為」）がなされ、またはなされようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発動される場合が

あります。 

(ｂ)意向表明書の提出 

 大規模買付者には、買付行為の開始または実行に先立ち、大規模買付ルールを遵守する旨の誓約等を含

む意向表明書を当社代表取締役社長宛に提出していただきます。 

(ｃ)大規模買付者に対する情報提供要求 

 大規模買付者には、当社取締役会に対して、大規模買付者の属性並びに大規模買付行為の目的、方法及

び内容等に関する情報その他株主の皆様のご判断及び当社取締役会の意見形成等に必要な情報（以下「大

規模買付情報」）を、当社取締役会が意向表明書を受領した日から５営業日以内に提供していただきま

す。 

(ｄ)取締役会評価期間の設定等 

 当社取締役会は、大規模買付者が開示した大規模買付行為の内容に応じた下記①または②の期間を、当

社取締役会による評価、検討、意見形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉のための期間（以下「取

締役会評価期間」）として設定します。 

①対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行われる場合： 

 最長60日間 

②①を除く大規模買付行為が行われる場合：最長90日間 

  当社取締役会は、取締役会評価期間内において、大規模買付者から提供された大規模買付情報に基づ

き、当社の企業価値及び株主の皆様共同の利益の確保ないし向上の観点から企図されている大規模買付行

為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案及び大規模買付者との交渉を行うものとします。なお、や

むを得ない事情がある場合、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、必要な範囲内で取締役会評価

期間を最大30日間（初日不算入）延長することができるものとします。 

(ｅ)独立委員会の設置 

 当社は、本プランの導入に当たり、その発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排するため、当社

の業務執行を行う経営陣から独立している、社外取締役及び社外監査役の中の３名以上から構成される独

立委員会を設置します。 

 本プランの導入当初の独立委員会の委員は５名です。独立委員会は、対抗措置の発動の是非その他当社

取締役会が諮問する事項につき、その決議に基づき当社取締役会に勧告を行う権限を有するものとしま

す。独立委員会の決議は、原則として現任の委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行います。 
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(ｆ)独立委員会の勧告手続及び当社取締役会による決議 

ア)独立委員会の勧告 

 独立委員会は、取締役会評価期間内に、次の①から③に定めるところに従い、当社取締役会に対して大

規模買付行為に関する勧告を行うものとします。 

①大規模買付ルールが遵守されなかった場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、当社取締役会がその是

正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後５営業日以内に当該違反が是正されず、かつ、かか

る大規模買付行為に対する対抗措置の発動が相当であると判断する場合には、当社取締役会に対して、大

規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 

②大規模買付ルールが遵守された場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、独立委員会は、原則として、当社取締役会に対し

て、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告します。もっとも、大規模買付ルールが遵守されて

いる場合であっても、独立委員会は、当該大規模買付者が問題となる事情を有していると認められる者で

あり、かつ、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動が相当であると判断する場合には、当社取締

役会に対して、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 

③独立委員会によるその他の勧告等 

 独立委員会は、当社取締役会に対して、上記のほか、適宜株主の皆様共同の利益の最大化の観点から適

切と思われる内容の勧告や一定の法令等で許容されている場合における対抗措置の中止または発動の停止

の勧告を行うことができるものとします。 

イ)当社取締役会による決議 

 当社取締役会は、独立委員会の勧告に従い、上記(ａ)に定める一定の要件に該当すると判断する場合、

取締役会評価期間内に、対抗措置の発動、不発動または中止その他必要な決議を行うものとします。ただ

し、これに従うことが取締役の善管注意義務に反する場合にはその限りではありません。 

(ｇ)対抗措置の具体的内容 

 当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置の一つとしては、原則として、会社

法第277条以下に規定される新株予約権の無償割当てによるものを想定しています。 

３)本プランの有効期間について 

 本プランの導入は平成20年６月27日開催の第93期定時株主総会において承認可決され、その有効期間は、

第93期定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のと

きまでとします。 

  

※本プランの詳細は、以下のウェブサイトに掲載している平成20年４月30日公表の当社プレスリリースをご参

照下さい。http://www.terumo.co.jp/press/2008/notice.html 

  

４．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

 上記２に記載した当社の新中期経営計画及びその他の諸施策等は、当社の企業価値及び株主の皆様共同の利

益を確保・向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。 

 また、上記３に記載した当社の取組みは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（ⅰ．企業価値・株主

共同の利益の確保・向上の原則、ⅱ．事前開示・株主意思の原則、ⅲ．必要性・相当性確保の原則）を充足し

ており、基本方針に沿うものであり、株主の皆様共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位

の維持を目的とするものではないと考えております。 

  

(５)研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は42億円であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等はありません。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

１．当第３四半期会計期間において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条第１項

の規定に基づき、自己株式を400万株取得したことにより、平成20年12月31日現在、次のとおり自己株式を保

有しております。 

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  840,000,000

計  840,000,000

種類 
 第３四半期会計期間末 

現在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
(平成21年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  210,876,260  210,876,260
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計  210,876,260  210,876,260 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減
額 

（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

  

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日 

  

 －  210,876,260  －  38,716  －  52,103

（５）【大株主の状況】 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

 テルモ株式会社  東京都渋谷区幡ケ谷二丁目44番１号  20,976,720  9.95
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２．当第３四半期会計期間末後において、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループから平成21年１月６日付け

で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成20年12月22日現在で以下の株式を共同保有している旨の

報告を受けておりますが、当第３四半期会計期間末現在の株主名簿の記載内容が確認できないため、当社とし

て実質所有状況の確認ができておりません。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合

（％） 

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  5,611,800  2.66

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  6,635,200  3.15

 三菱ＵＦＪ証券株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目４番１号  1,331,784  0.63

 三菱ＵＦＪ投信株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  1,438,300  0.68

（６）【議決権の状況】 

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数10個）含まれ

ております。  

  

②【自己株式等】 

（注）当第３四半期会計期間末時点における自己株式数は、平成20年10月30日開催の取締役会決議により取得した自

   己株式400万株を含め、20,976,720株であります。 

  

  平成20年９月30日現在

 区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式  －  － － 

 議決権制限株式（自己株式等）  －  － － 

 議決権制限株式（その他）  －  － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    16,952,900  － 単元株式数100株 

 完全議決権株式（その他） 普通株式   193,767,000  1,937,670 同上 

 単元未満株式 普通株式     156,360  － － 

 発行済株式総数  210,876,260  － － 

 総株主の議決権  －  1,937,670 － 

  平成20年９月30日現在

 所有者の氏名 

 又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

 テルモ株式会社 
東京都渋谷区幡ケ谷

二丁目44番１号 
 16,952,900  －  16,952,900  8.04

計 －  16,952,900  －  16,952,900  8.04
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

２【株価の推移】 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円)    5,590  5,400  5,640  5,850  6,220  6,170  5,590  4,810  4,550

最低（円)  5,020  5,040  5,170  5,440  5,640  5,250  2,905  3,860  3,960

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。  

（１）退任役員 

  

（２）役職の異動 

役名 職名  氏名  退任年月日 

取締役 － 関 哲夫 平成20年９月30日 

役名 新職名 旧職名  氏名  異動年月日 

 取締役 生産統轄部管掌 国際統轄部管掌 中尾 浩治 平成20年10月１日 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 50,045 87,343

受取手形及び売掛金 ※1  70,668 ※1  69,048

商品及び製品 31,287 29,647

仕掛品 5,969 5,735

原材料及び貯蔵品 15,031 13,356

繰延税金資産 6,177 8,998

その他 5,843 4,744

貸倒引当金 △760 △801

流動資産合計 184,262 218,072

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2  41,880 ※2  44,121

機械装置及び運搬具（純額） ※2  31,848 ※2  35,602

土地 20,227 20,404

建設仮勘定 10,722 6,412

その他（純額） ※2  6,493 ※2  6,202

有形固定資産合計 111,171 112,744

無形固定資産   

のれん 26,282 30,202

その他 4,562 4,922

無形固定資産合計 30,845 35,125

投資その他の資産   

投資有価証券 25,197 40,527

繰延税金資産 10,460 1,878

その他 6,865 2,570

投資その他の資産合計 42,522 44,976

固定資産合計 184,539 192,846

資産合計 368,801 410,918
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,043 27,245

短期借入金 30,290 35,000

未払法人税等 1,860 17,802

賞与引当金 2,250 4,782

役員賞与引当金 142 189

繰延税金負債 198 197

設備関係支払手形及び未払金 7,464 5,646

その他 21,154 23,593

流動負債合計 92,404 114,457

固定負債   

繰延税金負債 27 36

退職給付引当金 3,974 4,263

役員退職慰労引当金 659 728

その他 2,664 2,565

固定負債合計 7,326 7,593

負債合計 99,731 122,051

純資産の部   

株主資本   

資本金 38,716 38,716

資本剰余金 59,030 59,030

利益剰余金 274,082 252,667

自己株式 △76,797 △58,790

株主資本合計 295,032 291,624

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,766 5,026

為替換算調整勘定 △22,290 △7,869

評価・換算差額等合計 △26,056 △2,843

少数株主持分 94 87

純資産合計 269,070 288,867

負債純資産合計 368,801 410,918
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

売上高 231,526

売上原価 108,054

売上総利益 123,471

販売費及び一般管理費 ※  77,944

営業利益 45,527

営業外収益  

受取利息 1,027

受取配当金 418

受取ロイヤリティー 102

持分法による投資利益 61

その他 740

営業外収益合計 2,350

営業外費用  

支払利息 286

売上割引 413

為替差損 3,274

たな卸資産処分損 243

その他 939

営業外費用合計 5,157

経常利益 42,721

特別利益  

固定資産売却益 17

投資有価証券売却益 80

特別利益合計 97

特別損失  

固定資産処分損 129

投資有価証券評価損 33

特別損失合計 162

税金等調整前四半期純利益 42,655

法人税、住民税及び事業税 12,547

法人税等調整額 1,334

法人税等合計 13,882

少数株主利益 28

四半期純利益 28,745
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 74,515

売上原価 35,325

売上総利益 39,189

販売費及び一般管理費 ※  25,119

営業利益 14,069

営業外収益  

受取利息 337

受取配当金 167

受取ロイヤリティー 40

持分法による投資利益 31

その他 123

営業外収益合計 700

営業外費用  

支払利息 160

売上割引 141

為替差損 3,889

たな卸資産処分損 91

その他 598

営業外費用合計 4,881

経常利益 9,888

特別利益  

固定資産売却益 13

特別利益合計 13

特別損失  

固定資産処分損 0

投資有価証券評価損 33

特別損失合計 33

税金等調整前四半期純利益 9,868

法人税、住民税及び事業税 2,344

法人税等調整額 1,759

法人税等合計 4,104

少数株主利益 10

四半期純利益 5,753
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 42,655

減価償却費 13,107

のれん償却額 1,534

持分法による投資損益（△は益） △61

退職給付引当金の増減額（△は減少） △263

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △68

貸倒引当金の増減額（△は減少） 32

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △47

受取利息及び受取配当金 △1,446

支払利息 286

為替差損益（△は益） 1,194

固定資産処分損益（△は益） 129

固定資産売却損益（△は益） △17

投資有価証券売却損益（△は益） △80

投資有価証券評価損益（△は益） 33

売上債権の増減額（△は増加） △4,680

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,085

仕入債務の増減額（△は減少） 1,816

その他 △7,918

小計 39,118

利息及び配当金の受取額 1,622

利息の支払額 △338

法人税等の支払額 △28,769

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,633

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △3,438

定期預金の払戻による収入 2,983

有形固定資産の取得による支出 △11,614

有形固定資産の売却による収入 17

無形固定資産の取得による支出 △820

投資有価証券の取得による支出 △32

投資有価証券の売却による収入 580

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△3,286

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,612

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,990

自己株式の取得による支出 △18,006

配当金の支払額 △6,593

財務活動によるキャッシュ・フロー △29,589

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,022

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △37,591

現金及び現金同等物の期首残高 85,377

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  47,786
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項の変更 

(１)連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、株式会社クリニカル・サプライについて支配獲得し

たこと（平成20年６月30日）により連結の範囲に含めております。 

(２)変更後の連結子会社の数 

 39社 

２．会計処理基準に関

する事項の変更 

(１)棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

 当社は、通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として総平均法

による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる営業利益、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

(２)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決

算上必要な修正を行っております。これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益はそれぞれ685百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半

期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。 

固定資産の減価償却費

の算定方法 

 減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、事業年度に係る減価

償却費の額を期間按分して算定しております。 

【追加情報】 

  

  

 当第３四半期連結累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年12月31日） 

 有形固定資産の耐用年 

 数の変更 

  

  

  

 当社及び国内連結子会社の有形固定資産については、第１四半期連結会計期間より、平 

成20年度の税制改正に基づく耐用年数に変更しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ888百万円減 

少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

項目 
当第３四半期連結会計期間末

（平成20年12月31日）  
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

※１．受取手形 

  

 当第３四半期連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当第３四

半期連結会計期間末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結会計期間末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

 受取手形  百万円 390

      ────────

※２．有形固定資産 

  

 有形固定資産の減価償却累計額は、 

百万円であります。 203,992

 有形固定資産の減価償却累計額は、 

202,058百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 

  
  
  

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち 

  主要な費目及び金額 

販売促進費及び広告宣伝費 百万円8,178

運送及び荷造梱包費 百万円6,965

給料手当 百万円19,200

賞与手当 百万円3,937

退職給付費用 百万円1,421

研究開発費 百万円12,169

減価償却費 百万円2,389

  
  
  

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成20年10月１日 

至 平成20年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち 

  主要な費目及び金額 

販売促進費及び広告宣伝費 百万円3,005

運送及び荷造梱包費 百万円2,311

給料手当 百万円6,221

賞与手当 百万円1,145

退職給付費用 百万円372

研究開発費 百万円4,185

減価償却費 百万円874

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  
  
  

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末

残高と四半期連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との

関係   

 

  （百万円）

現金及び預金勘定  50,045

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金  2,259

現金及び現金同等物  47,786
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（株主資本等関係） 

 当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 千株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式  千株  

  

３．配当に関する事項  

  配当金支払額 

  

４．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 当社は、平成20年10月30日開催の取締役会において、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行で

きるようにするため、同年10月31日から同年12月19日を取得期間とし、取得株式数の上限を400万株、取得価

額の上限を200億円とする自己株式の取得を決議しました。その結果、平成20年10月31日から平成20年11月14

日までの取得期間において、400万株、取得価額総額17,861百万円の自己株式を取得しております。  

  

210,876

20,976

（決議） 株式の種類 

配当金の 

総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
 普通株式  3,490    18  平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金 

平成20年10月30日 

取締役会 
 普通株式  3,102    16  平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

（注）１．事業区分の方法の変更 

 事業区分の方法については、従来、「ホスピタル商品群」「心臓・血管領域商品群」「生活医療商品群

他」の３区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間よりカンパニー制再編に伴い、「ホスピタル商

品群」「心臓・血管領域商品群」「輸血関連商品群」および、「ヘルスケア商品群」の４事業に区分してお

ります。 

 この再編は、高度化・複雑化する医療市場や健康意識の高まりに対応するもので、顧客特性を軸とした戦

略立案とマネジメントをスピーディー、かつ力強く実践するものです。 

 この再編に伴う事業区分の変更は、各事業の業績実態を適正に表示するためのものであります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間における従来の「ホスピタル商品群」「心臓・血管領域商品群」「生活

医療商品群他」の３区分での売上高はそれぞれ111,628百万円、 96,246百万円、23,651百万円、営業利益は

それぞれ20,785百万円、26,635百万円、7,236百万円となります。また、消去又は全社の項目に含めた配賦

不能営業費用の金額は9,129百万円となります。 

  

（単位：百万円）

  
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

  
ホスピタル
商品群 

心臓・血管
領域商品群 

輸血関連
商品群 

ヘルスケア
商品群 

計
消去又は 
全社 

連結

売上高               

(1）外部顧客

に対する

売上高 

 37,829  29,634  5,629  1,421  74,515  －  74,515

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

 －  －  －  －  －  －  －

計  37,829  29,634  5,629  1,421  74,515  －  74,515

営業利益  8,852  7,477  684  100  17,114  △3,044  14,069

（単位：百万円）

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

  
ホスピタル
商品群 

心臓・血管
領域商品群 

輸血関連
商品群 

ヘルスケア
商品群 

計
消去又は 
全社 

連結

売上高               

(1）外部顧客

に対する

売上高 

 113,048  96,246  18,215  4,015  231,526  －  231,526

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

 －  －  －  －  －  －  －

計  113,048  96,246  18,215  4,015  231,526  －  231,526

営業利益  24,967  26,635  2,809  243  54,657  △9,129  45,527
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２．各事業の主な製品 

（１）従来の各事業の主な製品 

  

（２）第１四半期連結会計期間からの各事業の主な製品 

  

事業区分 売上区分 主要製品 

ホスピタル商品群 

ホスピタル医療器 
シリンジ（注射筒）、注射針、輸液セット、翼状針、 

留置針、真空採血管、輸液ポンプ、シリンジポンプ 他 

医薬品類 
輸液剤、高カロリー輸液剤、プレフィルドシリンジ、 

栄養食品 他 

輸血関連 血液バッグ、成分採血装置、無菌接合装置 他 

心臓・血管領域商品群 

カテーテルシステム 

ＰＴＣＡカテーテル、コロナリーステント、 

ガイドワイヤー、血管造影カテーテル、 

脳動脈瘤治療用コイル 他 

人工心肺システム 人工肺、体外循環システム 他 

人工血管 人工血管 

 生活医療商品群他 

腹膜透析関連 腹膜透析液 他 

糖尿病関連 血糖測定システム 他 

その他 
在宅輸液システム、酸素濃縮器、家庭用電子体温計、 

家庭用電子血圧計 他 

事業区分 売上区分 主要製品 

ホスピタル商品群 

ホスピタル医療器 
シリンジ（注射筒）、注射針、輸液セット、静脈留置針、

真空採血管、輸液ポンプ、シリンジポンプ 他 

医薬品類 
輸液剤、高カロリー輸液剤、プレフィルドシリンジ、 

栄養食品 他 

腹膜透析関連 腹膜透析システム 

糖尿病関連 血糖測定システム（病院市場） 

在宅医療関連 在宅輸液システム、酸素濃縮器 他 

心臓・血管領域商品群 

カテーテルシステム 
血管造影カテーテル、ＰＴＣＡバルーンカテーテル、 

コロナリーステント、脳動脈瘤治療用コイル 他 

人工心肺システム 人工肺、体外循環システム 他 

人工血管 人工血管 

輸血関連商品群 輸血関連 血液バッグ、血液製剤システム 他 

 ヘルスケア商品群 ヘルスケア商品 
家庭用電子体温計、家庭用電子血圧計、 

血糖測定システム（ＯＴＣ市場） 他 
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３．会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(１)に記載のとおり、当社は、

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来主として総平均法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる当第３四半期連結累計期間の各事業別

及び消去又は全社の営業利益に与える影響は軽微であります。 

  

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(２)に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これにより当第３四

半期連結累計期間の営業利益は、心臓・血管領域商品群で626百万円、消去又は全社で59百万円、計685百万

円減少しております。 

  

４．追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社および国内連結子会社の有形固定資産については、第１四半期連結会計期間より、平成20年度の税制

改正に基づく耐用年数に変更しております。これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益は、ホスピタ

ル商品群で563百万円、心臓・血管領域商品群で364百万円、ヘルスケア商品群で６百万円減少、輸血関連商

品群で44百万円、消去又は全社で１百万円増加、計888百万円減少しております。 
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（注）１．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

１）国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２）各区分に属する主な国または地域…欧州  ：ベルギー、イギリス、ドイツ等 

 米州  ：アメリカ、カナダ、メキシコ等 

 アジア他：ＵＡＥ、オーストラリア、タイ等 

  

２．会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(１)に記載のとおり、当社は、

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来主として総平均法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる当第３四半期連結累計期間の所在地別

の営業利益に与える影響は軽微であります。 

  

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(２)に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これにより当第３四

半期連結累計期間の営業利益は、米州で626百万円、消去又は全社で59百万円、計685百万円減少しておりま

す。  

  

【所在地別セグメント情報】 

（単位：百万円）

  
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

  日本 欧州 米州 アジア他 計 
消去又は
全社 

連結

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  42,849  12,128  13,185  6,351  74,515  －  74,515

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 11,830  1,175  1,090  4,335  18,431  △18,431  －

計  54,680  13,303  14,276  10,686  92,946  △18,431  74,515

営業利益  13,517  1,367  214  1,795  16,894  △2,824  14,069

（単位：百万円）

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

  日本 欧州 米州 アジア他 計 
消去又は
全社 

連結

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  124,205  42,864  42,127  22,328  231,526  －  231,526

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 36,473  2,989  4,485  11,573  55,521  △55,521  －

計  160,679  45,854  46,612  33,901  287,048  △55,521  231,526

営業利益  41,743  5,638  1,736  5,897  55,015  △9,488  45,527
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３．追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社および国内連結子会社の有形固定資産については、第１四半期連結会計期間より、平成20年度の税制

改正に基づく耐用年数に変更しております。 これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益は、日本で

889百万円減少、消去又は全社で１百万円増加、計888百万円減少しております。 

  

【海外売上高】 

  

（注）１．国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域 

１）国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２）各区分に属する主な国または地域…欧州  ：ドイツ、フランス、イタリア等 

 米州  ：アメリカ、カナダ、メキシコ等 

 アジア他：オーストラリア、タイ、台湾等 

  

２．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

  
当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

  欧州 米州 アジア他 計 

海外売上高（百万円）  12,128  13,185  6,372  31,686

連結売上高（百万円）        74,515

連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 16.3  17.7  8.6  42.5

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

  欧州 米州 アジア他 計 

海外売上高（百万円）  42,864  42,127  22,375  107,367

連結売上高（百万円）        231,526

連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
 18.5  18.2  9.7  46.4
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等     

  

     （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

  
  

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,416.41 円 1,489.10 円

  
  
  

当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 148.95 円 30.11 円 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純利益（百万円）  28,745  5,753

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  28,745  5,753

期中平均株式数（株）  192,986,621  191,106,601

（重要な後発事象） 

２【その他】 

平成20年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・3,102百万円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・16円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成20年12月８日 

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行ってお

   ります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 
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(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報 

告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月10日

テルモ株式会社 

取締役会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 小 尾 淳 一   印 

  
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 野 村 哲 明   印 

  
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 西 野 聡 人   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテルモ株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テルモ株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
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